
年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）

単年度のみ
年度 ～

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

・分担金、使用料の賦課徴収
・地方債の借入、償還
・消費税の納付

期間限定複数年度単年度繰返
年度～）（開始年度

6

管理・運営

年度）

155

（計画）

27年度25年度

164

69,309

17,087

（見込）

26年度

67,243

事業概要

89.99

10,050

97.00

243

10,530

30
30

千円

01

千円 0

28年度

第２章 安全で快適な住みよいまちづくり
10 適正に生活排水を処理する

使用料徴収率

67,229

9,090

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

分担金については、6月に納入通知書を発送し、納
期内に納付がない場合は督促状・催告書により通知
した後、臨戸訪問を行って徴収する。
使用料については、井戸水使用分は分担金と同様

の処理を行う。水道水使用分は水道課と合同徴収を
行うなどして対応する。

29,614

分担金徴収額

60,727

47,714

千円

9,842

（2）投入量の推移 単位

90.00

％

27年度（計画）

農業集落排水施設の整備促進により、生活環境の
改善を図り、地域の水質保全に寄与する。

事 業 費 計 (A) 8,331 8,118

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

整備区域の拡大にともなって、高齢化や後継者不足・生活困窮などを理由とする納付困難者が
増加傾向にあり、収納率の向上を図る上で、適正かつ柔軟な賦課徴収が求められている。

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

0
0

28年度（計画）

19,221 15,238

一 般 財 源

0

97.0097.16 97.00

秋山 雄一郎

150

1.80人

1.00人

□

那珂市農業集落排水処理施設の設置及び管
理に関する条例、那珂市農業集落排水整備事
業分担金に関する条例

（実績）

443

実施計画
対象事業

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

1 生活排水処理施設の整備

事務事業評価シート
平成26
平成26 6

1.80人

10,749

1.80人

1.00人

1.80人

1,749

千円

千円

1.00人

10,749
1,4911,712 1,7491,749

5,297

議会関係者等から、事業費の確保及び受益者の公平性のため、滞納額の削減に努めるよう意
見がある。

（3）事務事業の環境変化・市民意見等

15,377

正 規 職 員

18,867

73,309

71,109

92.02

67,770

58,737

26,652

63,274

国 庫 支 出 金

89.98

使用料賦課額

73,644
千円

千円

65,123

53,611

分担金徴収率

96.72

％

一般管理事務費

0

千円

人

件

0

農業集落排水事業を行うために必要な料金等の賦課徴
収、地方債の借入及び償還、消費税の納付、予算の管理・
運営など、特別会計の財務・経理に関する事務全般を行
う。

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

01

年度

施策名

事業期間

一般管理事務費

款

業務グループ

06
目

01

事業名
基本事業名

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

賦課人数（使用料）
10,650

5,887

24年度（実績）

65,225

26年度（見込）

昭和63

平成25

上下水道部 下水道課

②手段（具体的な事務事業のやり方）

整備区域内の受益者

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

賦課人数（分担金）

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

8,118

10,890 10,491

9,178

0
0

4,747
4,747

9,000

8,331

0
0
0
0

8,118

分担金賦課額

使用料徴収額

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

89.00

千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

0

千円

0
0
0
0
0

0
0
0
0

8,118
0

8,118

9,000
08,118

1.80人

1.00人

18,867

9,000
1.00人

10,749

9,000

農業集落排水事業を行うにあたり、施設整備に充てる分担金及び維持管理に充てる使用料の賦
課徴収、財源不足を補う地方債の借入などを行って、事業の早期進捗と計画的・安定的な運営を
図るため。

18,867
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(予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

■ 見直し (人件費

□ 現状維持 ■ 反映なし

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④事業費や人件費の削除余地 ■ □
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

○

コスト

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

受益者に対する分担金・使用料の賦課徴収や資金の借入など、施設整備や維持管理のための
財源確保は、いずれも市が行うべきものであり、主体となることは妥当である。

整備区域の拡大にともなって、高齢化や後継者不足・生活困窮などを理由とする納付困難者が
増加傾向にあり、収納率の向上を図る上で、適正かつ柔軟な賦課徴収が求められている。

妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

水道課に委託している使用料(水道水使用分)と
水道料金の一括徴収で、収納率の向上及び事
務の効率化が図られている。今後は水道課との
合同徴収のほか、使用料(井戸水使用分)の臨
戸訪問を強化し、収納率向上に努める。

千円)

千円)

0

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

一次評価の評価意見と同じ。

□

削減

成
果

整備による受益者の範囲が明確である、生活環境改善で利便性・快適性が向上し資産価値が
向上する等の理由から、市条例に基づき、受益者に財源の一部負担を求めることは適正である。

他に類似事業はなく、統廃合の余地がない。また、整備事業の完了後も、施設の維持管理や更
新などに要する経費の財源確保のため当該事業は必要であり、廃止・休止の可能性はない。

維持

受益者負担の適正余地

他課室等で実施している事業に対象指標
や活動指標が似ている事業はありますか？
廃止又は休止した場合、事業の対象や成果
の状況から判断し、影響は限定的で対応は
可能であると見込まれますか？

事業費は25年度に公共下水道と負担金・分担金賦課徴収システムの統合、人件費は20年度に
公共下水道と組織の統合を行うなどしており、ともに削減余地がない。

国・県・広域・民間事業者が同様の事業を
実施していませんか？ 市が主体となってこ
の事業を行うことは妥当ですか？ その理
由はなんですか？

向上

類似事業との統廃合余地

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

増加

0

0

⑤

成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？ 担当者の業務の一部（全部）を
民間委託にすることで、担当者の負担（人件
費）を減少できませんか？ 事業目的にそぐ
わない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

所期の見通しに沿った成果となっています
か？ 成果が一部の対象者に限定されては
いませんか？ 対象指標が増加する場合、
現状どおりの事業内容では成果が低下する
おそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

公共関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？ 受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

成果の向上余地

分担金は「一括納付報奨金制度」の周知による一括納付の推進、使用料は水道料金との一括徴収
や臨戸訪問による徴収強化、分担金・使用料ともに分割納付の納付相談などにより、さらなる収納
率向上に努める必要がある。

□

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

4,851

4,850

農業集落排水処理施設の供用開始。

102,851

1.30人

0.30人

102,851

4,850
0.30人

0
98,000

0
98,000

4,850
098,000

0

千円

0
0
0
0
0

0
0
0千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

0
0
0
0

88,748

点検回数（区域箇所）×管
理日数

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

21

88,748

7,900 4,851

7,000

0
0

78,855
78,855

4,850

73,516

26年度（見込）

平成 6

平成25

上下水道部 下水道課

②手段（具体的な事務事業のやり方）

汚水処理施設（公共枡～汚水管～処理場）

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

点検個所数（処理場、中継
ポンプ、コンポスト施設）

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

2,406

24年度（実績）

施策名

事業期間

農業集落排水処理施設維持管理費

款

工務・管理G

06
目

02

事業名
基本事業名

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

01

年度

農業集落排水処理施設維持管理費

0

回

箇所

0

農業集落排水処理区域（汚水処理区域）6地区（戸崎、西木
倉、門部、神崎額田、戸多北部、鴻巣）の施設の維持管理
を行う。

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

水質検査

2,019
回

213

2,130

施設故障件数

80.2

件

213

13

国 庫 支 出 金

30

正 規 職 員

93,599

特になし

（3）事務事業の環境変化・市民意見等
千円

千円

0.30人

4,851
1900 11

1.30人

4,851

0.60人

0.50人

1.30人

1

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

2 生活排水処理施設の維持管理

事務事業評価シート
平成26
平成26 6

安齋 伸夫

160

1.30人

0.30人

■

（実績）

128

実施計画
対象事業

92.089.9 91.0

0
0

28年度（計画）

81,416 83,706

一 般 財 源

0
地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

事業進捗に伴う施設の増により、維持管理業務が増える傾向にある。

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

事 業 費 計 (A) 73,516 98,000

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

（2）投入量の推移 単位

30

％

27年度（計画）

処理施設を適切に維持管理することで、施設の故障
等を防止する。

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

農業集落排水処理場施設の維持管理（汚泥の引抜、
機器の修理、場内除草、水質検査、修繕）、農業集落
排水管路等施設の維持管理（管路、マンホール、中
継ポンプ）

2,226

213

30
30

千円

01

千円 0

28年度

第２章 安全で快適な住みよいまちづくり
10 適正に生活排水を処理する

水洗化率

213

事業概要

30

90.0

137 145

（計画）

27年度25年度

150

213

2,286

（見込）

26年度

6

管理・運営

年度）
期間限定複数年度単年度繰返

年度～）（開始年度
単年度のみ

年度 ～

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

①処理施設の維持管理 ②管路、マンホールポンプ及び中継ポンプ場
の管理 ③排水設備接続の宅内検査等

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）
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(予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 ■ 増加 (事業費

■ 見直し (人件費

□ 現状維持 □ 反映なし

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④事業費や人件費の削除余地 □ ■
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 ■ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)

農業集落排水処理施設の長寿命化計画の策定にむけた検討、準備を進める。

□

成果の向上余地

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

公共関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？ 受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

⑤

成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？ 担当者の業務の一部（全部）を
民間委託にすることで、担当者の負担（人件
費）を減少できませんか？ 事業目的にそぐ
わない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

所期の見通しに沿った成果となっています
か？ 成果が一部の対象者に限定されては
いませんか？ 対象指標が増加する場合、
現状どおりの事業内容では成果が低下する
おそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

2,000

増加

11,424

0

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

向上

類似事業との統廃合余地

維持

受益者負担の適正余地

他課室等で実施している事業に対象指標
や活動指標が似ている事業はありますか？
廃止又は休止した場合、事業の対象や成果
の状況から判断し、影響は限定的で対応は
可能であると見込まれますか？

施設の長寿命化計画を図ることにより、事業費の削減が可能となるが、人件費については、施設
の運転等の維持管理が困難になるので削減はできない。

国・県・広域・民間事業者が同様の事業を
実施していませんか？ 市が主体となってこ
の事業を行うことは妥当ですか？ その理
由はなんですか？

□

削減

成
果

維持管理費は、利用者の使用料で賄われており、受益者負担の原則からも（料金は水道使用量を
基に徴収しているので）公平である。

農業集落排水事業は処理場の維持管理、修繕等も行っているため、公共下水道とは管理内容が
異なり廃止・休止はもちろん、統廃合の余地はない。

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

一次評価の評価意見と同じ。

見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

各処理場において想定より修繕優先箇所が多
く、現在精査中であり、計画修繕計画の策定中
である。

千円)

千円)

0

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

厚生労働省通達により、市町村が維持管理を行うこととなっており妥当である。

施設の長寿命化計画を検討することにより、維持管理業務の効率化を図ることが出来る。

妥当である

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

コスト

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

○

- 4 -



年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）

単年度のみ
年度 ～

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

汚水を処理する施設の整備を行う。

期間限定複数年度単年度繰返
年度～）（開始年度

6

補助事業

年度）

2,700

（計画）

27年度25年度

2,700

2,160

3,000

（見込）

26年度

1,620

事業概要

80.0

1,070

0.0

2,700

1,070

30
30

千円

02

千円 400,000

28年度

第２章 安全で快適な住みよいまちづくり
10 適正に生活排水を処理する

酒出地区区域内普及率

0

0

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

・鴻巣地区集落排水管路施設工事の実施
・鴻巣地区集落排水実施設計委託の実施
・酒出地区集落排水管路施設工事の実施
・酒出地区集落排水実施設計委託の実施

8,429

酒出地区管路整備延長

540

0

人

0

（2）投入量の推移 単位

60.0

％

27年度（計画）

生活環境の向上と、生活排水の農業用排水路に侵入
することを防止することで周辺公共水域の環境向上。

事 業 費 計 (A) 274,555 600,000

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

地 方 債

財
源
内
訳

102,675
県 支 出 金

生活環境の向上等に関心が強まり、また公共用水域の水質保全に対する意識も高まってきた。

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

0
250,000

28年度（計画）

278,555 550,443

一 般 財 源

0

40.00.0 20.0

安齋 伸夫

2,700

0.80人

0.00人

■

（実績）

2,700

実施計画
対象事業

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

1 生活排水処理施設の整備

事務事業評価シート
平成26
平成26 6

0.80人

4,000

1.00人

0.00人

0.80人

0

千円

千円

0.00人

4,000
00 00

3,500

要望・請願等による、早期事業化、早期完成を望む声が多い。

（3）事務事業の環境変化・市民意見等

3,500

正 規 職 員

809,826

2,430

0

20.0

0

0

0

0

国 庫 支 出 金

90.0

鴻巣地区供用開始人口

1,942
ｍ

ｍ

661

6,973

鴻巣地区区域内普及率

0.0

％

農業集落排水整備事業

0

人

人

人

209,000

農村区域における河川・水路等の公共用水域の水質改善
と生活環境（衛生面）の向上のため農業集落排水の整備を
行う。

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

01

年度

施策名

事業期間

農業集落排水整備事業

款

工務・管理G

06
目

01

事業名
基本事業名

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

酒出地区計画人口
1,070

2,000

24年度（実績）

0

26年度（見込）

平成 2

平成25

上下水道部 下水道課

②手段（具体的な事務事業のやり方）

鴻巣地区・酒出地区の農業集落排水事業区域内の
市民

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

鴻巣地区計画人口

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

805,826

4,000 4,000

4,000

28,404
0

309,039
546,443

4,000

120,516

356,700
0

409,200
0

39,926

鴻巣地区管路整備延長

酒出地区供用開始人口

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

24.5

千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

51,364

千円

0
0
0
0
0

300,000
0

260,000
0

40,000
0

50,000

4,000
0700,000

0.80人

0.00人

604,000

4,000
0.00人

4,000

4,000

公共水域（農業用水路、排水路、溜池等）の水質悪化及び生活環境の改善の要望が強かったこ
と。

704,000
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(予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 見直し (人件費

■ 現状維持 ■ 反映なし

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④事業費や人件費の削除余地 ■ □
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

○

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

コスト

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

生活環境の改善は市の責務である

事業認可区域内の整備であり、事業変更がない限り、対象指標の増加及び成果が低下することは
ない。

妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

千円)

千円)

0

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

一次評価の評価意見と同じ。

□

削減

成
果

受益者が特定される事業なので受益者に負担金を求めるのは適正であり、負担額も事業費と照ら
し他地区との均衡を図っている。

当該地区は、茨城県生活排水ベストプランにおいて農業集落排水整備区域に位置付けさられてい
るため、公共下水道事業と統合して整備することはできない。

維持

受益者負担の適正余地

他課室等で実施している事業に対象指標
や活動指標が似ている事業はありますか？
廃止又は休止した場合、事業の対象や成果
の状況から判断し、影響は限定的で対応は
可能であると見込まれますか？

設計の都度、工法等の検討行い最も経済的な工法を採用しコスト縮減を行っている。また、事業量
もピークの時期に向け、設計・工事監督する職員の数は削減できない。

国・県・広域・民間事業者が同様の事業を
実施していませんか？ 市が主体となってこ
の事業を行うことは妥当ですか？ その理
由はなんですか？

向上

類似事業との統廃合余地

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

増加

0

0

⑤

成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？ 担当者の業務の一部（全部）を
民間委託にすることで、担当者の負担（人件
費）を減少できませんか？ 事業目的にそぐ
わない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

所期の見通しに沿った成果となっています
か？ 成果が一部の対象者に限定されては
いませんか？ 対象指標が増加する場合、
現状どおりの事業内容では成果が低下する
おそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

公共関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？ 受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

成果の向上余地

住民の要望に対し、早期の完成に向け、事業を進めて行くのに合わせ、引き続き工事費等のコスト
縮減を図っていく。

□

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)

- 6 -



年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）

単年度のみ
年度 ～

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

水道料金に関する賦課及び徴収業務
開栓業務、閉栓及び清算業務、使用量検針業務、
納付書発行業務、口座振替業務
収納管理業務（消込・還付・充当）、
未収金回収業務（給水停止含）他

期間限定複数年度単年度繰返
年度～）（開始年度

6

業務委託

年度）

20,300

（計画）

27年度25年度

20,400

3,300

1,060

（見込）

26年度

3,200

事業概要

96.1

98.54

20,237

98.60

25
25

千円

千円 0

28年度

第２章 安全で快適な住みよいまちづくり
9 安定的に水道水を供給する

145

98.29

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

水道開閉栓、２ヶ月毎に使用水量検針を行い水道料
金の賦課徴収を行う。納期限内に納付が無い者に
は、未収金回収を行い納付指導、給水停止を行う。

1,050

未収金回収訪問件数

2,718

2,063

件

98.51

（2）投入量の推移 単位

96.0

27年度（計画）

水道料金の期間内納付の促進を行うことにより、安定
した収入を得、安全な水の安定供給を行う。

事 業 費 計 (A) 28,955 42,000

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

現在の社会情勢の影響により、水道料金の納期内に納付できない者が増加している。

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

0
0

28年度（計画）

49,310 50,500

一 般 財 源

0

川上 義和

20,500

2.33人

5.00人

■

水道法

（実績）

19,929

実施計画
対象事業

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

1 水道水の安定供給

事務事業評価シート
平成26
平成26 6

2.33人

20,680

2.33人

5.00人

2.33人

7,822

千円

千円

5.00人

20,680
7,8227,822 7,8227,822

2,200

隣接市町村に比べ水道料金が高いとの意見がある。また、納付場所を拡大して欲しいとの要望が
寄せられている。

（3）事務事業の環境変化・市民意見等

2,150

正 規 職 員

62,621

3,400

150

95.7

2,145

148

2,100

131

国 庫 支 出 金

96.2

開閉栓件数

1,040
百万円

件

3,177

1,044

水道料金収納率 ％

0

件

世帯

％

0

水道の開閉栓や水道使用量の検針の他、水道料金に関す
る業務全般。

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

年度

施策名

事業期間

水道料金賦課徴収事務

款

総務グループ

水道事業
目 事業名

基本事業名

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

水道普及率
98.80

1,070

24年度（実績）

140

26年度（見込）

昭和49

平成25

上下水道部 水道課

②手段（具体的な事務事業のやり方）

水道利用世帯

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

水道利用世帯数

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

41,941

20,355 20,680

12,533

0
0

29,820
29,820

12,858

28,955

0
0
0
0

41,941

使用水量により算出された
水道料金

給水停止件数

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

95.9

千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

0

千円

0
0
0
0
0

0
0
0
0

42,000
0

42,000

12,858
042,000

2.33人

5.00人

62,680

12,858

5.00人

20,680

12,858

水道事業を開始したことに伴い、水道料金を徴収することとなった。

62,680
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(予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

■ 見直し (人件費

□ 現状維持 ■ 反映なし

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④事業費や人件費の削除余地 ■ □
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

○

コスト

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

水道事業は、水道法により市町村による経営が原則となっている。また、水道料金により事業を運
営しているため、基本的に税金の投入は無い。

水道料金の一部納付者の給水停止については、見送っている状況にあるが、条例を遵守し、一部
納付がある者に対しても停水処分を行うとすれば、未納者が減ると考えられる。

妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

賦課徴収業務の包括民間委託については費用
対効果の点から見送り、必要性が高かった検針
業務の民間企業委託を考えた。
給水停止処分については一部納付のものにつ
いては、市民に対することであり処分を見送っ
た。

千円)

千円)

0

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

一次評価の評価意見と同じ。

□

削減

成
果

水道事業の運営に関わる主な財源は、水道使用量に基づいた水道料金であり、受益者負担につ
いては適切である。

類似事業はなく、統廃合はできない。

維持

受益者負担の適正余地

他課室等で実施している事業に対象指標
や活動指標が似ている事業はありますか？
廃止又は休止した場合、事業の対象や成果
の状況から判断し、影響は限定的で対応は
可能であると見込まれますか？

事業費はシステム化により削減は難しい。
人件費は既に臨時職員、嘱託員を多数雇用し、人件費の軽減を図っているためこれ以上の削減
は難しい。

国・県・広域・民間事業者が同様の事業を
実施していませんか？ 市が主体となってこ
の事業を行うことは妥当ですか？ その理
由はなんですか？

向上

類似事業との統廃合余地

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

増加

0

0

⑤

成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？ 担当者の業務の一部（全部）を
民間委託にすることで、担当者の負担（人件
費）を減少できませんか？ 事業目的にそぐ
わない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

所期の見通しに沿った成果となっています
か？ 成果が一部の対象者に限定されては
いませんか？ 対象指標が増加する場合、
現状どおりの事業内容では成果が低下する
おそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

公共関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？ 受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

成果の向上余地

給水停止前に送付する給水停止事前通知書記載の水道料金が完納しない者について、給水停止
を行う。

□

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）

単年度のみ
年度 ～

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

施設の点検・清掃・修繕等

期間限定複数年度単年度繰返
年度～）（開始年度

6

管理・運営

年度）

10

（計画）

27年度25年度

10

45

26

（見込）

26年度

45

事業概要

0

98.5

10

25
25

千円

千円 0

28年度

第２章 安全で快適な住みよいまちづくり
9 安定的に水道水を供給する

水道普及率

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

施設の点検・清掃・修繕の実施 26

29

（2）投入量の推移 単位

0

％

27年度（計画）

施設が正常に稼働するように管理を行い、安全な水
を安定して供給することにより、快適な生活をしてもら
う。

事 業 費 計 (A) 102,426 131,818

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

全体的に施設の老朽化が進んでいる。

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

0
0

28年度（計画）

130,486 126,530

一 般 財 源

0

98.898.5 98.6

今瀬博之

10

2.70人

6.00人

■

（実績）

10

実施計画
対象事業

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

1 水道水の安定供給

事務事業評価シート
平成26
平成26 6

2.70人

20,320

3.00人

6.00人

2.30人

6,480

千円

千円

4.00人

16,300
12,96012,960 6,4808,640

安心安全な水道水の供給が求められている。

（3）事務事業の環境変化・市民意見等

正 規 職 員

152,278

45

0

国 庫 支 出 金

0

修繕業務件数

24
件

43

26

浄水施設要因となる断水等
の件数

98.3

件

0

件

箇所

0

浄水場施設において安全な水をつくり、安定した水の供給
ができるよう施設の維持管理を行う。

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

年度

施策名

事業期間

浄水関連施設管理事業

款

工務・管理グループ

水道事業
目 事業名

基本事業名

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

26

24年度（実績） 26年度（見込）

昭和49

平成25

上下水道部 水道課

②手段（具体的な事務事業のやり方）

浄配水施設

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

関連施設の数

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

131,818

28,060 26,800

15,100

0
0

99,730
99,730

13,840

102,426

0
0
0
0

131,818

定期点検清掃業務数

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

0

千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

0

千円

0
0
0
0
0

0
0
0
0

131,818
0

131,818

13,840
0131,818

2.30人

3.00人

148,118

9,820
3.00人

20,460

11,820

取水場及び浄水場の施設が建設され稼働するに伴い、安定供給のための施設管理の業務が開
始された。

152,138

- 9 -



(予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

■ 見直し (人件費

□ 現状維持 ■ 反映なし

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④事業費や人件費の削除余地 ■ □
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

○

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

コスト

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

水道法により、水道事業は市町村による経営が原則なため、本市においても水道料金により事業
を運営しているので、税金は投入されていない。

施設の老朽化が進み修繕はなくてはならない状況ため、補修業務を迅速に行い施設を維持してい
る。

妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

現状維持 千円)

千円)

0

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

現状の維持を最優先しなければならないが、今後、老朽化に伴い修繕等の増が予想され、将来の水道ビジョンの中で、安定した水道水を供給
するため、多様な手法による水供給に取り組まなければならない。

□

削減

成
果

水道事業は、水道料金収入により運営されているため、水道使用料に基づいた負担になっている
ので適正である。

類似の事業がない。
水道水は、生活に必要なものであり安定供給のためには浄水施設管理事業は廃止できない。

維持

受益者負担の適正余地

他課室等で実施している事業に対象指標
や活動指標が似ている事業はありますか？
廃止又は休止した場合、事業の対象や成果
の状況から判断し、影響は限定的で対応は
可能であると見込まれますか？

施設の老朽化に伴う修繕費の増大及び更新事業の推進等により事業費削減の余地はない。

国・県・広域・民間事業者が同様の事業を
実施していませんか？ 市が主体となってこ
の事業を行うことは妥当ですか？ その理
由はなんですか？

向上

類似事業との統廃合余地

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

増加

0

0

⑤

成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？ 担当者の業務の一部（全部）を
民間委託にすることで、担当者の負担（人件
費）を減少できませんか？ 事業目的にそぐ
わない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

所期の見通しに沿った成果となっています
か？ 成果が一部の対象者に限定されては
いませんか？ 対象指標が増加する場合、
現状どおりの事業内容では成果が低下する
おそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

公共関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？ 受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

成果の向上余地

□

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）

単年度のみ
年度 ～

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

老朽化した配水管の更新。
効率的に水を供給するために新たな配水管網を整備する。

期間限定複数年度単年度繰返
年度～）（開始年度

6

施設等整備

年度）

467,644

（計画）

27年度25年度

470,644

3,000

（見込）

26年度

0

98.6
水道普及率

事業概要

57.8

11,350

84.8

463,674

9,850

30
30

千円

千円 0

28年度

第２章 安全で快適な住みよいまちづくり
9 安定的に水道水を供給する

配水管網整備計画の進捗
率(石綿管)

13,143

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

新設管布設及び老朽管の更新の実施 3,970

12,850

（2）投入量の推移 単位

55.0

％

98.3

16

27年度（計画）

17
公道上の漏水事故件数

配水管網を整備し、安全な水を安定供給することによ
り快適な生活をしてもらう。

事 業 費 計 (A) 81,187 123,948

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

配水管の整備に加え管の耐震化及び老朽管の更新が必要となっている。

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

0
0

28年度（計画）

83,817 157,162

一 般 財 源

0

88.9

98.8

0

98.5

82.8 86.8

小野瀬義宏

473,644

1.30人

0.00人

98.5

■

（実績）

460,404

実施計画
対象事業

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

1 水道水の安定供給

事務事業評価シート
平成26
平成26 6

1.09人

5,400

0.51人

0.00人

1.09人

0

千円

千円

0.00人

5,400
00 00

石綿管及び老朽管の整備更新に関する問い合わせがある。

（3）事務事業の環境変化・市民意見等

正 規 職 員

129,348

47.0

国 庫 支 出 金

60.2

件

3,002
ｍ

3,544

配水管網整備計画の進捗
率(新設管)

82.5

％

0

ｍ

ｍ

0

水道水の安定供給を図るために配水管の整備を行う。

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

年度

施策名

事業期間

配水管網整備事業

款

工務・管理グループ

水道事業
目 事業名

基本事業名

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

石綿管残延長
8,350

3,000

24年度（実績）

0

％

26年度（見込）

昭和49

平成25

上下水道部 水道課

②手段（具体的な事務事業のやり方）

配水管

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

配水管総延長

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

123,948

2,630 6,500

2,630

0
0

150,662
150,662

6,500

81,187

0
0
0
0

123,948

新設管布設延長

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

50.8

千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

0

千円

0
0
0
0
0

0
0
0
0

123,948
0

123,948

5,400
0123,948

1.09人

0.00人

129,348

5,400
0.00人

5,400

5,400

事業当初に整備された配水管の維持管理の問題解消及び給水増に対応するため配管網整備が
必要となったため。

129,348
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(予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 見直し (人件費

■ 現状維持 ■ 反映なし

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④事業費や人件費の削除余地 ■ □
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

○

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

コスト

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

水道事業は水道法により市町村による経営が基本となっており、水道料金により事業を運営して
いるため、税金は投入されていない。

配水管網整備計画に基づいた整備及び下水道工事や道路改良工事に併せた整備を行っている
ため向上は見込めない。

妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

千円)

千円)

0

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

一次評価の評価意見と同じ。

□

削減

成
果

水道事業は、水道料収入により運営されており使用水量に基づいた負担となっているため適正で
ある。

類似事業はない。
安定した水道水を供給するためには、老朽管や新管網整備は必要である。

維持

受益者負担の適正余地

他課室等で実施している事業に対象指標
や活動指標が似ている事業はありますか？
廃止又は休止した場合、事業の対象や成果
の状況から判断し、影響は限定的で対応は
可能であると見込まれますか？

設計や材料について随時見直しを行い、工法についても下水道工事や道路改良工事と同時に施
工するなどすでに工事費の削減を行っている。

国・県・広域・民間事業者が同様の事業を
実施していませんか？ 市が主体となってこ
の事業を行うことは妥当ですか？ その理
由はなんですか？

向上

類似事業との統廃合余地

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

増加

0

0

⑤

成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？ 担当者の業務の一部（全部）を
民間委託にすることで、担当者の負担（人件
費）を減少できませんか？ 事業目的にそぐ
わない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

所期の見通しに沿った成果となっています
か？ 成果が一部の対象者に限定されては
いませんか？ 対象指標が増加する場合、
現状どおりの事業内容では成果が低下する
おそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

公共関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？ 受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

成果の向上余地

浄水場更新事業等の大規模な計画を考慮しながら管網整備を進める。

□

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)
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年 月 日
年 月 日

□ □ ■
（

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）

単年度のみ
年度 ～平成25

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

現施設の一部改修と新しい施設の整備

期間限定複数年度単年度繰返
年度～）（開始年度

6

管理・運営

平成34年度）

1

（計画）

27年度25年度

1

1

（見込）

26年度

事業概要

14.3

1

30
30

千円

千円 0

28年度

第２章 安全で快適な住みよいまちづくり
9 安定的に水道水を供給する

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

現施設の一部改修と新しい施設の整備 0

（2）投入量の推移 単位

2.3

27年度（計画）

施設の安定した稼働が確保され、安全な水道水を供
給できる。

事 業 費 計 (A) 0 456,587

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

事業を開始して間もないため目立った変化はないが、年ごとに維持管理が難しくなっている。

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

0
0

28年度（計画）

0 61,903

一 般 財 源

0

今瀬博之

1

1.10人

0.00人

■

（実績）

1

実施計画
対象事業

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

1 水道水の安定供給

事務事業評価シート
平成26
平成26 6

1.50人

10,440

0.00人

0.00人

1.80人

0

千円

千円

0.00人

10,440
00 00

老朽化した施設の改修・改善が求められている。

（3）事務事業の環境変化・市民意見等

正 規 職 員

39,363

0.0

国 庫 支 出 金

26.7

0
箇所

0

事業進捗率 ％

0

箇所

0

久慈川水系の瓜連浄水場・木崎浄水場は、耐用年数が過
ぎ老朽化が進み施設機能が低下している。そのためを瓜連
浄水場と木崎浄水場の統合を行い、施設の維持管理を一
元化し安定した浄水場機能を確保するため更新を行う。

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

年度

施策名

事業期間

浄水場等更新事業

款

工務・管理グループ

水道事業
目 事業名

基本事業名

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

1

24年度（実績） 26年度（見込）

平成25

上下水道部 水道課

②手段（具体的な事務事業のやり方）

更新対象の浄水場

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

更新対象の浄水場数

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

30,543

0 6,190

0

0
0

55,713
55,713

6,190

0

0
0
0
0

30,543

整備実施の施設数

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

1.5

千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

0

千円

0
0
0
0
0

0
0
0
0

456,587
0

470,157

10,440
0470,157

1.80人

0.00人

467,027

10,440

0.00人

8,820

8,820

瓜連浄水場が老朽化したことにより、維持管理費も増え修繕業務も複雑になってきたため、施設管
理の一元化を図るために事業が開始された。

480,597
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(予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 見直し (人件費

□ 現状維持 ■ 反映なし

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④事業費や人件費の削除余地 ■ □
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

○

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

コスト

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

水道事業は水道料金を基に市町村による経営が原則とされているため。

更新事業が順調に推進できれば安定した施設の稼働が確保できるため、これまでの問題が解消
される。

妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

千円)

千円)

0

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

□

削減

成
果

水道事業は水道料金収入により運営されており、浄水場更新事業も水道使用料に基づいた負担
によって行われている。

同じ事業内での統廃合であり類似事業としての統廃合はできない。
安定した水道水を供給のためには廃止はできない。

維持

受益者負担の適正余地

他課室等で実施している事業に対象指標
や活動指標が似ている事業はありますか？
廃止又は休止した場合、事業の対象や成果
の状況から判断し、影響は限定的で対応は
可能であると見込まれますか？

当初の計画時点から事業費の縮小を考慮しており、現時点での事業費削減の余地はない。
現施設の維持管理を進めながらの事業のため、人件費の削減はできない。

国・県・広域・民間事業者が同様の事業を
実施していませんか？ 市が主体となってこ
の事業を行うことは妥当ですか？ その理
由はなんですか？

向上

類似事業との統廃合余地

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

増加

0

0

⑤

成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？ 担当者の業務の一部（全部）を
民間委託にすることで、担当者の負担（人件
費）を減少できませんか？ 事業目的にそぐ
わない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

所期の見通しに沿った成果となっています
か？ 成果が一部の対象者に限定されては
いませんか？ 対象指標が増加する場合、
現状どおりの事業内容では成果が低下する
おそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

公共関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？ 受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

成果の向上余地

遅滞なく浄水場更新事業に着手する

□

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）

単年度のみ
年度 ～

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

・各課の収入、支出に伴う伝票を審査・処理 ・現金・財産の記録・管理
・共通物品の注文集計及び発注

期間限定複数年度単年度繰返
年度～）（開始年度

6

一般事務

年度）

639,000

（計画）

27年度25年度

639,000

32,000

607,000

（見込）

26年度

53.00行政サービスに対する市民
満足度

32,000

事業概要

127,800

127,800

639,815

19
10

千円

02

千円 0

28年度

第６章 行財政運営の効率化による自立したまちづくり
2 健全な財政運営を行う

一人当たりの出納処理件数

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

各課の収入と支払いに伴う伝票の審査及び決算事
務、各課の共通物品の注文集計並びに発注業務

607,000

審査件数

32,171

639,815

（2）投入量の推移 単位

127,800

件/人

50.15

27年度（計画）

正確で迅速かつ効率的に収入及び支出を行うことに
より公金の適正な管理がなされ、市民の市政に対す
る信頼と安心感が得られる。

事 業 費 計 (A) 2,081 2,277

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

不況のため収入の伸びが期待できないことにより、きめ細かい公金管理をする必要がある。地方
自治法の改正により、特別職の収入役が廃止となり、代って一般職の会計管理者が置かれ、人件
費の削減が可能となった。

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

0
0

28年度（計画）

35,087 32,698

一 般 財 源

0

127,800

53.0053.68

106,636 127,800

増子 之江

639,000

6.00人

0.00人

53.00

■

地方自治法

（実績）

606,931

実施計画
対象事業

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

2 健全な財政運営の確立

事務事業評価シート
平成26
平成26 6

6.00人

30,600

0.00人

0.01人

6.00人

0

千円

千円

0.00人

30,600
06 00

639,000

特になし

（3）事務事業の環境変化・市民意見等

639,000

正 規 職 員

32,877

32,000

101,155

606,931 639,000

国 庫 支 出 金

127,800

支出件数

574,760
件

件

32,451

607,364

一人当たりの審査件数

101,155

件/人

会計事務費

0

件

件

0

適正な会計事務の執行 公金の管理と運営

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

01

年度

施策名

事業期間

会計事務費

款

出納Ｇ

01
目

04

事業名
基本事業名

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

607,000

24年度（実績）

％

26年度（見込）

平成25

会計課

②手段（具体的な事務事業のやり方）

公金全体

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

収入・支出件数

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

2,277

33,006 30,600

33,000

0
0

2,098
2,098

30,600

2,081

0
0
0
0

2,277

収入件数

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

106,636

千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

0

千円

0
0
0
0
0

0
0
0
0

2,277
0

2,277

30,600
02,277

6.00人

0.00人

32,877

30,600

0.00人

30,600

30,600

地方財務会計制度による。

32,877
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(予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 見直し (人件費

■ 現状維持 ■ 反映なし

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④事業費や人件費の削除余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

○

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

コスト

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

公金出納事務は地方自治法に基づき適正な管理を行うため。

公金の収入・支出は適正に行われている。

妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

現状維持 千円)

千円)

0

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

□

削減

成
果

市の会計の受益者は市民全体であり、一般財源からの負担は公平である。

・類似事務業務がないため統廃合の余地はない。
・各課ごとに収入と支出を処理することになり、事務が煩雑になるため正確さと迅速性に影響がで
るため廃止・休止はできない。

維持

受益者負担の適正余地

他課室等で実施している事業に対象指標
や活動指標が似ている事業はありますか？
廃止又は休止した場合、事業の対象や成果
の状況から判断し、影響は限定的で対応は
可能であると見込まれますか？

・主な事業費は口座振替手数料であるため削減はできない。
・人件費は地方自治法により私人による公金管理には制限があるため、完全なアウトソーシング
はできない。

国・県・広域・民間事業者が同様の事業を
実施していませんか？ 市が主体となってこ
の事業を行うことは妥当ですか？ その理
由はなんですか？

向上

類似事業との統廃合余地

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

増加

0

0

⑤

成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？ 担当者の業務の一部（全部）を
民間委託にすることで、担当者の負担（人件
費）を減少できませんか？ 事業目的にそぐ
わない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

所期の見通しに沿った成果となっています
か？ 成果が一部の対象者に限定されては
いませんか？ 対象指標が増加する場合、
現状どおりの事業内容では成果が低下する
おそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

公共関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？ 受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

成果の向上余地

□

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）

単年度のみ
年度 ～

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

調査研修視察の実施
議会研修会の実施

期間限定複数年度単年度繰返
年度～）（開始年度

5

委員会・審議会等

年度）

22

（計画）

27年度25年度

22

5

4

（見込）

26年度

5

事業概要

10

22

2
21

千円

01

千円 0

28年度

第６章 行財政運営の効率化による自立したまちづくり
3 多様な行政サービスを提供する

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

調査研修視察の実施
議会研修会の実施

4

研修会開催回数

3

0

（2）投入量の推移 単位

3

27年度（計画）

市民が誇れる議会になる

事 業 費 計 (A) 2,075 3,854

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

議員の調査視察に対して、平成24年度に住民監査請求があった。調査視察は、誤解を受けないよ
うに、明確な目的により、最小限の経費で実施する。

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

0
0

28年度（計画）

2,571 3,596

一 般 財 源

0

渡辺荘一

22

0.17人

0.00人

■

那珂市議会基本条例など

（実績）

22

実施計画
対象事業

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

2 より便利な行政サービスの構築

事務事業評価シート
平成26
平成26 7

0.25人

1,550

0.08人

0.00人

0.25人

0

千円

千円

0.00人

1,550
00 00

4

従来は補正予算対応となっていたが、必要な予算は当初予算で確保すべきである。

（3）事務事業の環境変化・市民意見等

4

正 規 職 員

5,404

5

0

0 4

国 庫 支 出 金

10

委員会調査視察回数

4
回

回

6

5

他市町村議会からの視察 件

議員研修事業

0

回

人

0

議会運営委員会や常任委員会の所管事項調査について、先進
地視察や調査を通し議会の政策形成機能の充実を図る。
議員の議会活動や市政についての見識を高めるために、研修会

を実施する。（有識者による研修や、研修会の参加など）

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

01

年度

施策名

事業期間

議員研修事業

款

総務・議事グループ

01
目

01

事業名
基本事業名

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

4

24年度（実績） 26年度（見込）

平成25

議会事務局

②手段（具体的な事務事業のやり方）

市議会議員

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

市議会議員

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

3,854

496 1,054

496

0
0

2,542
2,542

1,054

2,075

0
0
0
0

3,854

研修会参加回数

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

0

千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

0

千円

0
0
0
0
0

0
0
0
0

3,854
0

3,854

1,550
03,854

0.25人

0.00人

5,404

1,550
0.00人

1,550

1,550

議員の政策形成能力や知識を高めることを目的に任意の研修会を実施する。
委員会で調査が必要な場合に対応できる予算を確保するため

5,404
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(予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 ■ 増加 (事業費

□ 見直し (人件費

□ 現状維持 □ 反映なし

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④事業費や人件費の削除余地 □ ■
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 ■ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

○

コスト

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

議員の研修は、市政への政策提言や議員の資質向上のため必須事業である。

議員の識見を高めること、必要な調査を行うことにより
市政に対する提言などに結び付けることを成果とするため
調査研修することで成果の向上が見込める

妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

千円)

千円)

0

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

研修の成果を市民に見えるようにしていく工夫が必要

□

削減

成
果

公費出張であるため負担はない

類似事業がないため統廃合の余地はない。
調査の必要がある場合に対応できる最低限の予算は必要

維持

受益者負担の適正余地

他課室等で実施している事業に対象指標
や活動指標が似ている事業はありますか？
廃止又は休止した場合、事業の対象や成果
の状況から判断し、影響は限定的で対応は
可能であると見込まれますか？

安全で効率的な交通手段の選択やビジネスホテル等を利用することで、最小限の経費で目的達
成を図る

国・県・広域・民間事業者が同様の事業を
実施していませんか？ 市が主体となってこ
の事業を行うことは妥当ですか？ その理
由はなんですか？

向上

類似事業との統廃合余地

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

増加

1,312

0

⑤

成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？ 担当者の業務の一部（全部）を
民間委託にすることで、担当者の負担（人件
費）を減少できませんか？ 事業目的にそぐ
わない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

所期の見通しに沿った成果となっています
か？ 成果が一部の対象者に限定されては
いませんか？ 対象指標が増加する場合、
現状どおりの事業内容では成果が低下する
おそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

公共関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？ 受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

成果の向上余地

研修の機会を増やし、議員の識見を高め、市政への政策提言能力の向上を図るため、経費節減に
努め、意義ある研修事業を実施していく。

□

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

5,952

5,952

平成24年3月議員改選より、議会改革を推進する意向が示され、9月に特別委員会を設置し、議会
改革を推進し、平成25年10月に議会基本条例を施行した。

0

0.00人

0.00人

0

0
0.00人

0
0

0
0

0
00

0

千円

0
0
0
0
0

0
0
0千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

0
0
0
0

128

議会報告会開催回数

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

140

128

0 4,836

0

0
0

18,537
18,537

4,836

0

26年度（見込）

平成25

平成25

議会事務局

②手段（具体的な事務事業のやり方）

市民

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

市民

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

1

24年度（実績）

回

施策名

事業期間

議会改革推進事業

款

総務・議事

01
目

01

事業名
基本事業名

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

01

年度

議会改革推進事業

0

回

人

0

市民に対して開かれた議会を目指し、議会活動内容を市民
に報告し、情報提供を実施していくことにより、議会に対す
る市民の関心を高め、議会への参加などを促す

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

委員会公開回数

0
回

回

39

2

議会報告会参加者数

413

人

48

0

0 120

国 庫 支 出 金

80

120

正 規 職 員

6,080

120

議会報告会の開催について、好意的な意見が多く聞かれた

（3）事務事業の環境変化・市民意見等
千円

千円

0.00人

0
00 00

0.96人

0

0.00人

0.00人

0.00人

0

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

5 効果的な行政運営

事務事業評価シート
平成26
平成26 7

渡辺 荘一

55,300

0.78人

0.00人

15,000

■

那珂市議会基本条例（平成25
年10月施行）

（実績）

55,835

実施計画
対象事業

350

15,00010,000

344 350

0
0

28年度（計画）

0 23,373

一 般 財 源

0
地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

議会活性化のために議会改革を推進している市議会が多い。議会の画像をインターネット配信、
議会基本条例の制定、議会報告会など議会の活性化を推進している。

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

事 業 費 計 (A) 0 0

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

（2）投入量の推移 単位

70

人

0

27年度（計画）

議会報告会の参加者数の増
議会傍聴者数の増
議会ホームページアクセス数増

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

議会報告会の開催
会議の公開
議会ホームページの充実

1

議会ホームページ更新回数

31

0

2
10

千円

01

千円 0

28年度

第６章 行財政運営の効率化による自立したまちづくり
1 効果的・効率的な行政運営を行う

議会傍聴者数

15,000議会ホームページアクセス
数

48

事業概要

80

350

55,986 55,887

（計画）

27年度25年度

55,500

48

1

（見込）

26年度

6

イベント・行事・各種講座教室等

年度）
期間限定複数年度単年度繰返

年度～）（開始年度
単年度のみ

年度 ～

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

議会報告会の開催
インターネットによる議会情報の提供など

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）
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(予算への反映)
□ 終了 ■ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 見直し (人件費

□ 現状維持 □ 反映なし

① ■ □

② □ ■

③ □ ■
■ □

④事業費や人件費の削除余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
□ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

■

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)

議会報告会は、今後、定例的に開催することから、経常経費の議会運営費に含めることは可能だと
思われる。

■

成果の向上余地

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

公共関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？ 受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

⑤

成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？ 担当者の業務の一部（全部）を
民間委託にすることで、担当者の負担（人件
費）を減少できませんか？ 事業目的にそぐ
わない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

所期の見通しに沿った成果となっています
か？ 成果が一部の対象者に限定されては
いませんか？ 対象指標が増加する場合、
現状どおりの事業内容では成果が低下する
おそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

増加

0

0

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

向上

類似事業との統廃合余地

維持

受益者負担の適正余地

他課室等で実施している事業に対象指標
や活動指標が似ている事業はありますか？
廃止又は休止した場合、事業の対象や成果
の状況から判断し、影響は限定的で対応は
可能であると見込まれますか？

定期的な議会報告会開催、参加者数も想定される状況になってきたことから、必要予算額はほぼ
固定化されるので、削減できない
事務は、経常的なものであり人件費は削減できない。

国・県・広域・民間事業者が同様の事業を
実施していませんか？ 市が主体となってこ
の事業を行うことは妥当ですか？ その理
由はなんですか？

□

削減

成
果

議会活動の一環であるため負担を求めるものではない

事業費は、議会報告会開催経費であることから、議会報告会を定例的に開催するのであれば、議
会運営費に含めることも可能だと思われる

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

議会基本条例に則り、議会運営の在り方を見直していくときであり、議員研修により議員の資質の向上を図っていくことが議会改革となることか
ら、議会改革として特出しで事業を進める時期は終了したと考える。

見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

千円)

千円)

18,409

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

この事業は議会独自の取り組みであり、他で実施するものではない

市民が議会に関心をもつことを成果としているが、市民がどのくらい議会に関心があるかを測定す
ることは難しい

妥当である

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

○

コスト

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□
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